
１．個人通報制度とは、人権諸条約において定められた権利の侵害の被害者
と主張する個人等が、条約に基づき設置された委員会に通報し、委員会は
これを検討の上、見解又は勧告を各締約国等に通知する制度。

２．委員会の見解には法的拘束力はないが、基本的に、締約国は見解への
フォローアップを求められる。

３．通報者は、国内の救済措置（訴訟等）を尽くす必要があり、また、通報は、
個人通報制度を受け入れている国に関するものでなければならない。

４．我が国が締結している人権諸条約のうち、
（１）自由権規約、女子差別撤廃条約、児童の権利条約、障害者権利条約、

社会権規約については、選択議定書において個人通報制度を規定。

（２）また、人種差別撤廃条約第１４条、拷問等禁止条約第２２条、
強制失踪条約第３１条のように、条約中の選択条項として規定されて
いるものもある。

個人等が委員会へ
通報

委員会による検討

●受理可能性の検討
●委員会が締約国に暫定措置
に関する見解を出す場合あり

●条約違反の有無の検討

委員会による
見解等の通知

（条約違反ありの場合には、
フォローアップ手続へ。）

委員会から締約国

への注意喚起

●締約国が書面による主張（反
論等）を提出
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